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認知症の高齢者を支える安心のまちづくり
白 石 真　澄
1．はじめに
　日本の平均寿命は男性80.50歳、女性86.83歳といずれも過去最高を更新し、
女性は 3年連続で世界一、男性は世界第三位となった。長寿社会は食生活の質
的向上や医療の発達がもたらした喜ばしい結果であるが、一方で社会に新たな
課題を突きつけていることも事実である。　
　高齢者の寿命の伸長で要介護者が増加すれば、介護や医療など社会保障費用
が上昇し、現役世代の保険料負担の増加や介護による退職者の増加という形で
働き盛りを圧迫する。また高齢者の行方不明、高齢者ドライバーが高速道路を
逆走する事故の発生など社会全体で対応すべき課題をもたらしている。
　1972年に出版された「恍惚（こうこつ）の人」（作者：有吉佐和子）は認知症
をめぐる家族介護の負担の重さをいちはやく社会に問題提起した文学作品で140
万部を売り上げた。弁護士事務所につとめる主人公の立花昭子は商社マンの夫
と高校生の息子を持ち、夫の両親とは同じ敷地内の別棟に住んでいる。姑が亡
くなった後、暴れたり、徘徊したりする84歳の舅、茂造の介護と仕事との両立
に苦悩する日々が続く。茂造は食べ物を際限なく食べたり、雪の日に薄着のま
ま外出して突然徘徊したり、子供のような笑顔を見せながら便を部屋じゅうに
塗りつけるようになった。昭子はそれまで勤めていた法律事務所を休み、茂造
が死ぬまで心身をすり減らすような日々を送る。
　介護は女性の仕事という社会通念が存在した時代に、立ち遅れた高齢者福祉、
【研究ノート】
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認知症の高齢者を抱えた家族の孤立と苦悩など、「恍惚の人」は社会に認知症の
介護問題を提起した。
　この小説から40年以上が経過し、我が国では2000年に介護を社会化する公的
介護保険制度が誕生した。また老年期や認知症を巡る医学的研究が進展し、2013
年にG 8 （主要先進国）が「認知症サミット」を開催するなど国際的な情報連
携は徐々に進みつつあるが、足元の現場では認知症高齢者の多くが在宅生活で
あり、家族が大きな負担を強いられていることは間違いない。
　超高齢化社会が進展する中で、「認知症」という病気について社会全体で理解
を深め、認知症の高齢者が住み慣れた地域で生活を継続することが大切になっ
てきている。
　認知症への対応をめぐってはデイサービスなど認知症のためのプログラムを
実施する個別拠点も増えてきているが本稿では認知症の高齢者を支える活動を
行う地域の事例を取り上げ、活動内容や特徴を明らかにする。
2．認知症の高齢者数
　厚生労働省によれば認知症高齢者の数は2012年の時点で全国に約462万人と推
計され、2025年には認知症を患う人の数が700万人を超えるとの推計値が発表さ
れている。これは65歳以上の高齢者のうち、 5人に 1人が認知症に罹患する計
算となり身近な病気である。年齢別に認知症の有病率を見ると（図表 1）、高齢
になるほど有病率は高くなる。日本と同様に認知症が深刻化している英国アル
ツハイマー協会の試算を日本に当てはめた結果、認知症に伴う医療費、介護費、
家族の無償ケアの社会的費用は10兆円を超えるとされている1）。
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3 ．認知症の種類、症状および名称について
　認知症とは“脳や身体の疾患を原因として記憶・判断力などの障害が起こり、
普通の社会生活が営めなくなった状態”と定義される。「病気」であって、加齢
に伴って生じてくる「単なるもの忘れ」とは異なる。
　具体的には記憶、判断、言語、感情などの精神機能が減退し、それが一時的
ではなく慢性的に持続することによって日常生活に支障をきたす状態をさす。
認知症は、大きく分けて脳が萎縮する病気で生じる「アルツハイマー型認知症」
（全体の67.6％）や脳の血管が詰まる脳梗塞や脳出血の結果もたらされる「脳血
管性認知症」（19.5％）、その他のレビー小体型認知症（4.3％）や前頭側頭型認
知症（1.0％）などの種類がある。また軽度認知障害（MCI:Mild congnitive 
impairment）と呼ばれるものは、記憶障害の訴えが本人や家族からあり、認知
機能の低下が検査では確認されるものの、日常生活がほぼ自立出来ている状態
で、言葉が出にくかったり道を間違えたりする症状である。このMCIの段階を
放置すれば認知症への移行は避けられず、MCIの初期段階で定期的な検査や進
図表 1：認知症の有病率
出典：「平成25年度　認知症総合対策研究」公益財団法人　長寿科学振興財団
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行を遅らせるための取組みが求められる。
　また、認知症の症状は、すべてに共通して出現する「中核症状」と「行動・
心理症状」の 2つの症状がある（図表 2）。「中核症状」は、脳の神経細胞が死
んでしまうことにより発生する症状で、周囲の現実を正しく認識できなくなり、
また「行動・心理症状」は、本人の性格や環境、人間関係などによって引き起
こされるうつ状態や妄想といった心理・行動面の症状である。
　かつて認知症は「惚け」や「痴呆症」という名称が用いられていたが、「痴
呆」という用語は侮蔑的な表現である上に、高齢者の症状や行動の実態を正確
に表しておらず認知症の当事者や家族から問題視されてきた。2004年 9 月に厚
生労働省が国民への意見募集をした結果、6,333件の有効回答のうち56.2％の回
答者が「痴呆」という名称に不快感を抱いていることが明らかになった。その
後、 「『痴呆』に替わる用語に関する検討会」（2004年 6 月）を開催し、関係団体
および有識者からヒアリングを行うとともに、「痴呆」に替わる用語として選定
するため厚生労働省のホームページ等を通じて国民の意見募集を行った。
　その結果、「痴呆」に替わる新たな用語としては、「認知症」が最も適当であ
図表 2：認知症の中核症状と行動・心理症状
中 核 症 状
記 憶 障 害 新しいことが記憶できず、聞いたばかりの内容も思い出せなくなる。進行すれば過去の記憶も失われる
見 当 識 障 害
時間や場所の感覚が薄れて、現在、自分が置かれている状況
がわからない。進行すれば自分の年齢や家族などの生死に関
する記憶がなくなる
理解・判断力の障害
思考スピードが低下し、 2つ以上のことを同時に考えること
ができなくなったり、些細な変化についていけず混乱を起こ
したりする
実 行 機 能 障 害
買い物で同じものを購入したり、料理ができない、行動の計
画が立てられず、物事をスムーズに進められなくなる。予想
外の変化に対応できない
感 情 表 現 の 変 化 その場の状況をうまく認識できなくなるため、周囲が予測できない感情の反応を示すようになる
行動・心理症状 行 動・心 理 症 状 不安、焦燥、うつ状態、徘徊、幻覚、妄想
出典：政府広報オンライン「知っておきたい認知症のキホン」平成25年 8 月
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り、これ以降、厚生労働省としては単に用語変更の周知だけではなく併せて、
「認知症」に対する誤解や偏見 の解消等に努め、認知症全般に亘る施策を一層
強力にかつ総合的に推進していくことを決定している。
4．認知症当事者の日常生活の困難について
　認知症の人が地域で生活する上での困りごと、住み良いまちづくりへの施策
を探る目的で行った国際大学グローバル・コミュニケーションセンターの調査
2） によれば認知症になったことで生じた影響として「友人や知人と会う機会が
減った」（69.2％、複数回答、以下も同様）、「電車やバスなどの利用が減った」
（67.8％）、「買い物に行く機会が減った」（67.8％）、「外食に行く機会が減った」
（60.1％）となっており 6割以上が社会的接触についての困難性をあげている。
　また具体的な困りごととしては「駅構内で迷ったり、適切なバス停を探しだ
す事が難しい」（50.7％）、「券売機や自動改札など機械操作が難しい」（49.7％）、
「ATMの操作が難しい」（43.3％）、「電話や携帯、メールなどの通信機器を使
うことが難しい」（43.5％）という結果である。
　さらに認知症の人にとってのサービス改善が求められる項目としては「スー
パーや商店などで商品選びや支払いを手伝ってくれる買物サポーター」、「認知
症の人も安心して利用できる機関の認定や紹介」、「銀行や駅などで人が対応し
てくれる窓口やインターホンの設置」、「時間がかかっても大丈夫なスローレー
ンの設置」「（バス停、駅など）行き先についたら知らせてくれるサービス」が
上位でいずれも 6割を占める。彼らはスーパーや商店の店員、銀行や郵便局の
職員、駅の係員やバスの運転手のみならず、一般住民にも認知症について理解
をしてほしいと望んでいる。
　住んでいる地域が「認知症の人にとって住みよい所である」と回答したのは
全体の39.3％であり、「地域とつながりのある日常生活を送っている人ほど住み
よい」と回答した割合は高くなっている3）。こうした点から地域社会の理解の
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促進や偏見の除去、生活利便施設での適切なサポート、認知症の人も利用しや
すい商品やサービスなど認知症の支援には総合的な取組が必要であることがわ
かる。
5．認知症高齢者の居場所と家族の負担
　厚生労働省の統計によれば認知症の高齢者の居場所は半数が自宅であり（図
表 3）、残りが施設や医療施設にいる。介護に携わる人のうち60歳以上が 6割を
超え、いわゆる「老々介護」であり、その精神的・肉体的負担は極めて大きい
と考えられるが、認知症高齢者の場合には、昼夜錯綜や徘徊など家族の生活リ
ズムを乱す行為が多く、介護者のストレスが高くなることが考えられる。前述
した認知症の症状は単一のみでなく、食事をしたことを忘れたり、昼夜錯綜に
よる夜間の徘徊、モノを盗られたといった妄想など複合的に起こる場合も多く、
24時間にわたり認知症高齢者を抱える家族の負担は想像を絶するほど大きいと
考えられる。「認知症高齢者を介護する家族等への支援のあり方」に関する野村
総合研究所の調査研究4）によれば、介護者自身が感じる介護の負担感に対する
回答は「非常に負担」（16.3％）、「まあまあ負担」（28.9％）となっており、半
数弱が負担感を示している。また、介護による仕事の変化が生じたかに対する
回答は「仕事を辞めた」（21.1％）、「勤務先に相談して勤務形態等を変更した」
（10.5％）、「転職した」（2.9％）となっていて、3割を上回る人が仕事への影響
があったと回答している。
　在宅で高齢者を介護している家族によっておこなわれる虐待を調査した厚生
労働省の調査結果5）（2012年）によれば、全国の虐待を受けた高齢被害者は16,140
人でその47.9％が認知症である。虐待の種別としては、身体的虐待が最も多く、
心理的虐待、介護放棄、経済的虐待と続く。虐待者の続柄は、「息子」（41.0％）
が最も多く、ついで「夫」（19.2％）、「娘」（16.4％）であった。献身的な介護
を家族が続けてきた場合でも先の見えない介護や疲労感で、将来を悲観した結
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果、高齢者の殺害や無理心中に至るケースも毎年20件以上発生している。
6．認知症の高齢者をめぐる社会的な事件・事故など
　ここでは認知症の高齢者をめぐる事件や事故について触れる。
（ 1）行方不明
　認知症による症状が原因で、外出して自宅に戻れなくなり、警察等に保護さ
れることがある。ほとんどのケースは身元がわかり自宅に戻るものの、一方で
怪我や死亡につながる場合もある。また、名前や住所が言えず、行方不明者扱
いのまま医療機関や施設で長期間過ごす可能性も生じている。かつて大阪市内
で保護された70歳前後の高齢者（男性）は重度の認知症を患い、自分の名前、
年齢、住所などが言えず所持品でも身元確認ができなかった。市では生活保護
や福祉サービスの受給に氏名が必要と判断し、「太郎」という仮の名前を付け、
1945年 1 月 1 日生まれと仮定して介護施設に入所させた。その後、 2年余りが
経過して身元が判明し家族と対面することができた。男性はかつて兵庫県下の
病院から帰宅途中に行方不明になり、県境をはさんで数キロの大阪市内で保護
された。兵庫県警本部は家族からの「行方不明者届」を受理し、行方不明者の
オンラインシステムに情報登録したが、大阪府警と兵庫県警の行方不明者の取
り扱い方法の壁に阻まれ、身元確認までの時間を要した。警察や自治体の取り
組みが分断されている中、関係機関が情報を共有する仕組みの必要性を露呈し
図表 3：認知症高齢者の居場所別内訳（2010年 9 月現在）　単位：万人
居　宅 特定施設 グループホーム
介護老人
福祉施設
介護老人
保健施設等 医療施設 合　計
日常生活自立度Ⅱ以上 140 10 14 41 36 38 280
（注）端数処理の関係上、合計が一致しない。介護老人保健施設等には介護療養型医療施設を含んでいる。
出典：平成24年 8 月24日　厚生労働省　報道発表資料「認知症高齢者数について」より
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たケースとなった。
　警察庁によれば認知症やその疑いのある行方不明者として届けられた人数は
平成24年には9,607人、平成25年には10,322人6）と、ここ 2年は 1万人近くにな
っている。これを受けて厚生労働省は介護施設等における身元不明者の受け入
れ数の調査や市町村の徘徊見守りSOSネットワーク事業の実施状況などを調査
するとともに、身元不明の認知症高齢者の情報公開を行うよう各自治体に促し
ている。NPOシルバー総合研究所が行った調査7）では、「認知症高齢者のSOS
ネットの設置」について「整備済み」と答えた自治体は27.8％、「未整備」は
69.4％であり、「整備済み」と答えた自治体の中で、「活発に稼働している」と
回答した自治体は23.3％のみであった。徘徊見守りSOSネットワークの構築や
活用には依然として課題が残る。
（ 2）交通事故
　高齢化と運転免許保有者の増加に伴い、高齢者による交通事故は年々増加傾
向8）にあるが、認知症の高齢者を巡る事故も増えている。認知症の高齢者は失
見当識によって慣れた場所でも道に迷うことや、駐車場に入れた自分自身の車
が判別できなくなる、また、一方通行や高速道路を逆走してしまう、ハンドル
やギアチェンジ、ブレーキペダルの操作を間違えて大きな事故につながってし
まうこともある。高速道路での車の逆走やまた自転車、歩行といった車以外で
の侵入も後をたたない。2015年10月、1人暮らしで認知症の疑いのある男性（81
歳）が、ゲートのない名古屋高速出口から自転車を押して歩いて上ってくるの
を目撃したドライバーが通報し、駆けつけた警察署員が、中央分離帯付近にい
た男性を無事保護した。2015年 8 月までの 2年間で全国の高速道路での逆走は
447件でその約 7割が65歳以上の運転者である。そのうち認知症の人あるいは認
知症が疑われる人は、約 4割にのぼることから、今後も同様のケースは増える
と予想される。特に公共交通機関の代替性のない地方都市は軽度認知症と診断
されてもなお運転を続けざるを得ないケースも多い。
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　現在、75歳以上のドライバーは 3年ごとの免許更新時に認知機能検査を受け
ている。2015年 6 月、75歳以上のドライバーを対象に、記憶力や判断力を測る
「認知機能検査」の強化を柱とした改正道路交通法が成立したが、これは免許更
新時に検査を受けて認知症の可能性があると判定された人に医師の診察を義務
付ける内容で、早期発見による事故防止が目的である。 2年後に施行されるが、
今後、免許取り消しが急増する可能性もあり、公共交通機関のない地方で高齢
者の移動手段の確保が課題になる。また交通事故は自動車だけではない。2007
年12月愛知県大府市で、徘徊症状がある認知症の男性（当時91）が電車にはね
られ死亡した事故をめぐり、JR東海が男性の遺族に損害賠償を求めた訴訟で一
審、二審とも被告側に損害賠償の判決が言い渡され、「介護者が昼夜にわたって
認知症の高齢者を監視することが可能なのか」と社会的な反響を呼んだが、最
高裁では「家族には監督義務はない」と家族の賠償責任を認めなかった（2016
年 3 月）。
（ 3）ゴミ屋敷、孤立死（孤独死）の増加
　記憶面の障害や身の回りの事ができない実行機能障害、情緒不安定の症状を
伴う認知症高齢者は日課として掃除や片付けができない事が多い。特に一人暮
らしで世話をしてくれる親族がいない場合は、私有財産を他人が片付け・撤去
することは難しく、物がふえていくことになる。内閣府の調査（2010年）では、
住戸内や庭、バルコニーにゴミを山積みにしたり、放置したりしたままの状態、
いわゆる、「セルフネグレクト（自己放任）」は全国に約 1万人を超えるとされ、
国土交通省が2009年に全国の自治体に対して行ったアンケート調査によると、
全国の250市区町村でごみ屋敷が確認されている。悪臭や異臭、害虫が発生する
原因にもなるこうした「ゴミ屋敷」は近隣への悪影響をもたらし、火災の危険
性もある。周辺住民や福祉関係者が医療や介護サービスを進めても拒むケース
や片付けを行っても数ヶ月すると元の状態になってしまうなど、地域社会の大
きな問題となってきている。認知症であることを誰も気づかず、地域から孤立
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することで誰にも看取られることなく息を引き取り、その後、相当な期間放置
されるような「孤立死（孤独死）」につながる恐れもある。2012年（平成24）10
月、東京都足立区は区内にあるごみ屋敷に対処するため、生活環境保全条例（通
称、ごみ屋敷条例）を全国で初めて制定し、また、大阪市でもごみの強制撤去
を可能にする条例が2014年 3 月に施行されている。
（ 4）消費者被害
　全国の消費生活センター等に寄せられた60歳以上の認知症等高齢者の相談件
数は2008年度までは減少し、その後2009年度に増加に転じ、2013年度には 1万
件を超えて過去最高となった。年度ごとの相談件数の推移を年代別にみると、
特に80歳以上が急増しており、認知症の高齢者においてもトラブルが発生して
いる。判断能力が低下していく認知症の高齢者の場合、悪質な訪問販売等で消
費者被害にあいやすくなるからである。国民生活センターによると、60歳以上
の認知症の人の消費者トラブルに関する相談として11,499件（2014年度）が寄
せられ、年々増加している。相談内容は、健康食品の送りつけ商法、高額なふ
図表 4：60歳以上の認知症高齢者の相談件数（2004年度以降受付） 
出典：独立行政法人国民生活センター（2014年 9  月11 日）　発表資料
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とん販売、シロアリ駆除、住宅リフォーム工事等、被害は多岐にわる。
　相談者の内訳では、家族やホームヘルパーなど、認知症等高齢者本人以外か
らの相談が約 8割を占めており、周囲のサポートがなければ、被害が潜在化し
てしまうおそれが高い状況で、周囲の見守りと気付きが重要であることは言う
までもない。
　以上のような新聞の社会面やニュースで取り上げられる事件・事故以外にも
電気、ガス、水道などの誤った使用、薬や食べ物の誤飲誤食など日常生活で生
じるリスクは大きいが、こうした事案については統計がなく潜在化してしまっ
ているものも多い。
7．これまでの国の認知症施策について
　ここではこれまでの国の取組みについてまとめる。1986年に当時、厚生労働
省は痴呆性老人対策本部を設置し、1989年に、老人性痴呆疾患センター9）の創
設、1997（平成 9）年に、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の制
度化、2001（平成13）年には、認知症介護研究・研修センター（東京都杉並区）
の開設などを行ってきた。その後、「2015年の高齢者介護～高齢者の尊厳を支え
るケアの確立に向けて～」という報告書が2003年にとりまとめられ、痴呆性高齢
者を取り巻く状況や、痴呆性高齢者の特性やケアの基本をふまえ、「痴呆性高齢
者ケアの普遍化」や「地域での早期発見、支援の仕組み」の必要性が示された。
　また、介護の社会化をめざして創設された公的介護保険制度の中で、認知症
対応型通所介護や小規模多機能型居宅介護などを含む地域密着型サービスを創
設し、地域での在宅生活が継続できるよう地域ケア体制の構築（2006年）も行
ってきた。
　さらに2008年には「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」が
立ち上げられたが、このプロジェクトでは「認知症の人の実態把握」「アルツハ
イマー病の予防方法や治療薬などの研究・開発」「早期診断の推進と適切な医療
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の提供」「適切なケアの普及及び本人・家族の支援」「若年性認知症対策」が取
り上げられた。
　2012（平成24）年 6月には、「今後の認知症施策の方向性について」が公表さ
れたが、その内容は認知症の人は「精神科病院や施設を利用せざるを得ない」
という考えを根本的に改め、認知症になっても「本人の意思が尊重され、でき
る限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実現を
目指すため、次の 7つの視点からの取り組みを掲げた。
①標準的な認知症ケアパス（状態に応じた適切なサービス提供の流れ）
②早期診断・早期対応
③地域での生活を支える医療サービスの構築
④地域での生活を支える介護サービスの構築
⑤地域での日常生活・家族の支援の強化
⑥若年性認知症施策の強化
⑦医療・介護サービスを担う人材の育成
　これを受けて2012年 9 月に厚生労働省は 7項目に関する具体的な数値目標を
定めた「認知症施策推進 5か年計画（オレンジプラン）」（2013～2017年度）を
策定した。2013年以降、オレンジプランによる取り組みが実施される中、認知
症に対する世界的な議論も高まり、サミットの開催や専門家による会議も重ね
られてきた。その後、オレンジプランを修正し「認知症施策推進総合戦略（新
オレンジプラン）」が策定された（2015年 1 月）。新オレンジプランはオレンジ
プランを改変した 7つの柱で構成され、厚生労働省のみならず関係省庁が共同
して策定し、認知症の人の生活全般に及び、新しい項目の追加や、目標値の引
き上げを行っていることが特徴である。新オレンジプランの主な項目は以下の
とおりである。
　新オレンジプランでは、「終わりに」として、「認知症高齢者等にやさしい地
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域の実現には、国を挙げた取組みが必要で関係省庁の連携はもとより、行政だ
けでなく民間セクターや地域住民自らなど、様々な主体がそれぞれの役割を果
たしていくことが求められる」とし、認知症に優しい地域を創るには認知症の
人権を尊重し、困っている人を手助けするコミュニティの繋がりこそが重要で
あると結んでいる。
　2016年度は認知症カフェに来られない人のために全国655ヶ所（2014年度の実
数）のカフェから認知症高齢者の自宅に「認とも」と呼ばれる話し相手を派遣
することを決定した。
図表 5：新オレンジプランの内容
⑴ 認知症への理解を深めるため
の普及・啓発の推進
● 広告等で認知症への社会の理解を深めるための全国的なキャンペ
ーンを展開
● 認知症サポーターの人数の目標数値を、600万から800万人（2017
年）に引き上げ）
⑵ 認知症の容態に応じた適時・
適切な医療・介護等の提供
● 地域社会の中で本人主体の医療・介護等の促進+
● 認知症サポート医も活用し早期診断・早期対応のための体制整備
● 認知症初期集中支援チームおよび家族の相談支援を行う認知症地
域支援推進員を2018年からすべての市町村で実施
⑶ 若年性認知症施策の強化 ● 全国で 4万人いる若年性認知症についての普及啓発を進め、若年
性認知症の早期診断・早期対応へとつなげていく
⑷ 認知症の人の介護者への支援 ● 認知症カフェの設置を2018年度から、すべての市町村に配置され
る認知症地域支援推進員等の企画により、地域の実情に応じ実施
⑸ 認知症の人を含む高齢者にや
さしい地域づくりの推進
● 生活しやすい環境（ハード面）や生活支援（ソフト）の実施
● 地域での見守り体制の整備、成年後見制度の利用や高齢者虐待の
防止
⑹ 認知症の予防法、診断法、治
療法、リハビリテーションモ
デル、介護モデル等の研究開
発及びその成果の普及の推進
● 研究を推進し、認知症の病態等の解明を進め、認知症の早期発見
や診断法を確立
● 認知症の人の自立支援や介護者の負担軽減に資する観点から、ロ
ボット技術や情報通信技術（ICT）を活用した機器等の開発支援・
普及促進
⑺ 認知症の人やその家族の視点
の重視
● 認知症の実態調査を実施しやニーズ把握生きがい支援を行う。好
事例の収集や方法論の研究を推進
出典　厚生労働省資料より
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8 ．各自治体による認知症高齢者の支援体制
　前述の新オレンジプランで盛り込まれたように認知症高齢者が住み慣れた地
域で生活を継続するにはハード、ソフトの両面整備やコミュニティの繋がりが
重要である。ここでは早くから認知症の高齢者支援に取り組んできた地域の事
例を紹介する。
（ 1）大牟田市（人口116,714人、面積81.45平方キロ、高齢化率32.4％）
　かつて大牟田市は三井三池炭鉱の石炭資源を背景とした石炭化学工業で栄え、
炭鉱が1997年に閉山してからは、環境リサイクル産業などの新興産業や工業団
地である大牟田テクノパークへの企業誘致などに力を入れている。高齢化率は
32.4％で全国平均（26.0％）よりはるか高い。「徘徊＝ノー」ではなく、「安心
して徘徊できる町」を地域全体で目指している。大牟田市の取組みの特徴は「実
態調査」、「市民を巻き込んだ徘徊模擬訓練」、「若年層への普及啓発」である。
大牟田市で認知症支援の取組がスタートしたのは2002年で、当時、大牟田市の
介護保険課が介護サービスの事業者と連携して地域全体で認知症の理解を深め、
認知症になっても誰もが安心して暮らし続けるまちを実現する「地域認知症ケ
アコミュニティ推進事業」をスタートさせたことが端緒である。まず最初に取
り組んだのは、市内全世帯の実態調査である。
　具体的には小学校区などの身近な圏域で自治会や民生委員といった地位資源
を活用し、徘徊の人を地域で早期発見し支える「徘徊模擬訓練」を市内全校区
で取り組み始めた（2010年）。「徘徊模擬訓練」は認知症の徘徊による行方不明
者が発生したと想定し、徘徊役が市内を模擬徘徊している間に、警察や消防、
行政が連携し、地域住民や介護サービス事業者等に情報伝達を行い、その情報
を得た住民らがサポーターとなって、徘徊役の人を探したり、声をかけ、無事
に保護しようというものである。訓練参加者は年々増え、2013年には2000人を
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超え、また、大牟田市のサポーター養成講座の受講者数（重複含む）は約8000
人（人口の約 7％）であり、これは全国平均の約 3％と比べても、非常に積極
的な動きである。直近の集計では、高齢者の保護件数が112件（2010年）から
169件（2012年）と約1.5倍増加するなど実績をあげている。
　次に地域での意識を高めるには認知症を知ることが重要と考え、2004年から
認知症の啓発のための絵本をつくり、小中学校の出前教室を開始し、この10年
間で約6,000人の子供たちが認知症について学んできた。さらに2003年から認知
症ケアと地域づくりの要となる推進者である「認知症コーディネーター養成研
修」という専門職の育成をスタートさせ、この修了生が市の認知症支援のキー
マンとして活躍している。　大牟田市から周辺市町村へ、広域的なネットワーク
化が進められ、福岡県においても「福岡県認知症高齢者等SOSネットワーク推
進連絡会議」が設置され、大牟田市の取り組みが県全体に広がるような働きか
けが行われている。
（ 2）富士宮市（人口135492人　面積389.08平方キロ　高齢化率23.6％）
　富士宮市は、「介護保険だけに頼らずに『地域で』支える」を掲げた認知症支
援の先進モデル地域のひとつである。取り組みの特徴は「市民、民間事業者を
巻き込んだ認知症の周知」、「キャラバンメイトや認知症サポーターなど人材育
成と支援の見える化」、「認知症の早期発見のための連携」「行方不明情報の早期
伝達」の 4つである。
　市ではタクシー協会、清掃業者、商店街、旅館組合など20以上の団体が認知
症についての正しい知識と接し方について学び、多業種、団体を巻き込んだ形
での市民や行政による暮らしやすい町づくりは、「富士宮方式」として注目を集
め全国各地から視察者が訪れる。
　2005年度に地域福祉計画の策定を行い、その中で「だれもが住み慣れた地域
の中で安全に安心して暮らせるまちづくり」を目標に高齢・障害者が支援を必
要とした時に適切な支援が円滑に提供できるようなシステムづくりを構築する
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ことを目指してきた。まずは縦割りであった行政窓口を改革し、福祉に関する
初期相談とアセスメント及び相談機関の連絡調整を実施する福祉総合相談窓口
の設置に取り組みはじめた。
　認知症支援の第一ステップとして認知症に関するシンポジウムの開催や認知
症への理解を広めるパンフレットを全戸配布、寸劇による認知症出前講座など
市民への理解を広めることをスタートした。出前講座は小売店、旅館などの民
間事業者に留まらず市内小中高校など教育現場をもまきこんだ。
　第二ステップとして行政が教材を貸し出し、認知症についての理解を促進す
る中核となるキャラバンメイトの養成に取り組み、市が主催する「認知症サポ
ーター養成講座」も立ち上げた。2006年から 5 年間でキャラバンメイトは247
名、認知症サポーターは231回の養成講座を経て8,006人となり、メンバーも児
童・学生、消防、警察など幅広い。高齢者の安全確保に賛同する市民や事業者
には、認知症サポーターステッカーが付与される。ステッカーは「認知症サポ
ーター」「認知症サポーター店」「認知症サポータードライバー（タクシー）」の
3種類があり、それぞれ表札の脇や店頭、車などに貼り、「見える化」を進めて
図表 6　富士宮市認知症サポーターのステッカー
出典：富士宮市のホームページより
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きた。
　第三ステップは認知症早期発見、早期診療を促す取組みである。医療機関や
地域の民生委員、保健委員を対象に地域での気づきから受診、支援をトータル
に行うため相談医療機関の一覧表を作成し、専門家が連携できるよう一人の高
齢者の情報を書き込め情報共有できる「もの忘れ相談票」を作成することで専
門家が早期に介入できるようにした。第四ステップは認知症の外出支援、見守
りである。日頃、出歩きそうな場所にある個人宅や商店に高齢者の特徴などを
記載した「見守りお願いマップ」を配布して近所に配付徘徊の理解を求め、行
方不明になって 1時間以上発見できない場合は警察や地域内の同報無線、ラジ
オで情報が流れる仕組みになっている。
　高齢者を発見できた後は、家族・ケアマネ・民生委員など関係者で再発防止
策を考えるなど包括的な取組を行っている。
（ 3）練馬区（人口727,204人　面積48.0平方キロ、高齢化率21.6％）
　練馬区は東京23 区では最も歴史の浅い区で都の北西部に位置する。面積は23
区内で 5番目の広さを有し、人口は 2番目に多い。1987年に大規模な光が丘地
区等が開発されたことで人口が急増し、現在でも人口増加が続く。東京都全体
と比べた場合、平均的な高齢化率であるが、80年台後半に流入した世代がすで
に高齢化していることで、今後、高齢化が急速に進展し、独居や夫婦のみの高
齢者世帯の増加が懸念されている。
　練馬区は近年、「民間事業者との見守りネットワークの構築」をスタートさせ
た。地域で事業を行うNPO やボランティア団体なども含めた民間事業者等の
協力を得ることで見守りの充実・強化をする方針を打ち出し、区は郵便、ガス
等の17 団体、約6,000 事業者等と、高齢者見守りネットワーク協定を締結、地
域の助け合いに加え、孤独死が発生させないよう、また、万が一孤独死が発生
した場合でもあっても、早期発見につながる体制づくりを進めてきた（2014年
9 月開始）。
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　ネットワーク協定の締結事業者の一つである郵便局では、認知症サポーター
の講習を積極的に受講し、配達員が各戸を訪問し、異変に気が付いた場合に、
行政による保護の必要性があるかどうか等を総合的に勘案して、高齢者相談セ
ンターへ通報する。また、東京ガスグループの東京ガスライフバルで検針を担
当する「ハローメイトさん」を中心に、検針時の声掛け、郵便物がたまってい
る等の異変の際の通報、事業所から顧客宅に電話をする対応も実施している。
　こうした素地があり、認知症高齢者10）への対応として2009年から認知症高齢
者支援ネットワーク事業の実施に向けて認知症を抱える家族の会の代表や民生
委員、医療機関、介護サービス事業者などで組織する「練馬区認知症高齢者支
援ネットワーク協議会」を立ち上げた11）。
　取組みの具体例としては、①認知症サポーター養成講座の講師役となるキャ
ラバン・メイトの養成、②認知症の人や家族をあたたかく見守るサポーター（応
援者）を養成する講座の開設、③認知症の人の介護を担う家族が日頃の介護で
抱える様々な悩みや不安を話したり、知恵や情報を交換しあう場である介護家
族の会の開催、④徘徊行動のある認知症高齢者のGPS利用料助成　⑤認知症へ
の対応力を向上させる研修を修了した「もの忘れ相談医」の拡充、⑥認知症に
対する理解を深めるミニ地域ケア会議の開催などである。
9．公民連携による脳の健康教室
　現在、厚生労働省によると我が国では認知症予備軍の軽度認知障害（MCI）
の高齢者は862万人存在すると発表されており、MCIを放置すると、認知機能
の低下が続き、 5年間で約50％の人は認知症へとステージが進行する。軽度認
知障害（MCI）の予防を行い、重度認知症への移行を遅らせる事ができれば、
介護負担の減少や財政面での圧縮効果が期待できる。
　脳の健康教室はくもん学習療法センターが高齢者の脳の健康と社会参加促進
を目的に提供する学習プログラムである。東北大学の加齢医学研究所　川島隆
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太教授の脳化学基礎研究「ブレーンイメージング研究」に基づいて開発された。
これまで全国の230市町村（2014年度現在）で開講され、5,000名の高齢者が受
講している。教室主催者の50％強が地方自治体による運営であり、特別養護老
人ホームや老人保健施設などの入所施設やデイケア、デイサービスなど高齢者
の介護施設等でも開講例が増えつつある。教室の立ち上げや運営システムにつ
いてはくもん学習療法センターが支援を行うが、受講者募集やサポーターと呼
ばれるボランティアスタッフの確保、実施報告書の作成は自治体などの運営者
が行う。
　脳の健康教室会場は各地域の福祉保健センター、公民館、集会所、生涯学習
センターや、小中学校である。これまで全国の1,600施設で12,000名が職員のサ
ポートを受けながら学習してきた。自治体の中には認知症予防の「脳の健康教
室」の単独実施ではなく運動機能の向上や口腔ケアと複合実施をする教室も増
えている。
　脳の健康教室の目的は以下の 3つであり、健康教室をきっかけに「健康づく
り」「仲間づくり」「地域づくり」に貢献する目的を持っている。
写真：東北大学 　脳いきいき学部（脳の健康教室の名称）での学習風景
数字板に取組む高齢者（右）と読み書き教材に取組む高齢者（左）。30分を 1コマとし、各グループに
8人から12人が所属、午前中に 3コマ、3グループの授業が行われる。授業を終えた高齢者はグループ
でランチをとったり、他の活動に出かけていくことも多い。
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①介護予防、認知症予防
②地域のボランティアチームの育成につなげる
③中学校単位の身近な教室へと数を増やす
　脳の健康教室のひとつで2004年 7 月にスタートした岐阜県大垣健康道場では
6ヶ月間の成果を測定しているが、軽度認知障害（MCI）または認知症の疑い
のある高齢者に 6ヵ月間の学習の前後の変化を比較した結果、20名のうち18名
の高齢者が 6ヵ月後12）には正常値の範囲に戻っていることが判明13）し、開講時
と半年後の比較では運動、栄養、口腔、閉じ籠もり、うつといった全項目で点
数が向上し総合点でも良い方向に結果が出ている。
10．まとめ
　本稿では認知症を支える自治体の取組について見てきた。認知症は高齢者の
5人に 1人と誰にも起こりうる可能性があり、今後、認知症高齢者の急増や家
族の抱える負担を考えれば社会全体で取組むべき課題である。認知症メカニズ
ムの医学的研究や専門医の育成、小規模で家族的ケアが行えるグループホーム
の増設、社会全体や介護人材に対する認知症の理解の深化など取組むべき課題
が多い。しかし現在のように社会保障費用の抑制圧力が続く中、認知症の高齢
者が数十年前のように施設や病院で介護されるのは現実的ではなく、将来的に
は多くが在宅での生活を継続することになる。
　そこで認知症になっても個人が尊厳を持って住み慣れた地域で生活し、彼ら
のQOL（生活の質の向上）を重視することが求められている。国の示した新オ
レンジプランでも示されているように、困っている人を手助けするコミュニテ
ィの繋がりが重要で、行政だけでなく民間セクターや地域住民など、様々な主
体がそれぞれの役割を果たしていくことが必要である。認知症の人が地域で暮
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らす事を当たり前の社会と捉え、認知症や家族の声を聞き政策に反映させるこ
と、地域の特色や社会資源を活用した認知症支援の仕組みとネットワークを構
築すること、さらに介護ロボットやコミュニケーション機器、さらには学習ツ
ールなど企業のノウハウを認知症対応に活かしていくことが求められるだろう。
　世界保健機関（WHO）の報告書「Dementia: a public health priority」（2012
年 4 月）の中で、今後60歳以上の世界人口が20億人（2050年）に達し、世界の
認知症患者数が現在の約3,560万人からには2030年に6,570万人、2050年には 1
億1,540万人と現在の 3倍に増加するとの試算を発表した。これは世界各国の中
で現在、人口増加している新興国の高齢化が進展するためである。日本のみな
らず世界的に認知症の高齢者が増える中、注目されているのは「フレンドリー
コミュニティ」という考え方である。地域の中に医療や介護の資源などハード
面が充実しているだけでは認知症の人がいきいき暮らすことはできず、その人
たちを取り巻く環境側が変化しなくてはいけないという問題意識が「フレンド
リーコミュニティ」の中にある14）。高齢化先進国であり、アジアの中で最も早
く認知症への取組をスタートさせた我が国の対応策が今後急速な高齢化を経験
するアジア諸国の手本にもなりうる。
注
1 ）「認知症の人にやさしいまちづくりガイド」国際大学グローバルコミュニケーションセン
ター　p 3
2 ）調査時期は2014年10月から12月、対象者は認知症フレンドシップクラブの事務局か家族
の会など22機関、団体向けに本人・家族宛1350通を発送し、内292通の回収（回収率21.6％）
3）「認知症の人にやさしいまちづくりガイド」国際大学グローバル・コミュニケーションセ
ンター
4）野村総合研究所『認知症の人を介護する家族等に対する効果的な支援のあり方に関する調
査研究報告書』（平成25 年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業）2014.3.
5 ）平成24年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく
対応状況等に関する調査結果」
6）行方不明者の98％は 1週間以内に所在が確認され自宅等に戻っている。
7）2009年実施の調査
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8 ）警察庁統計局データ
9）都道府県及び指定都市により認知症専門医療の提供と介護サービス事業者との連携を担
う中核機関として指定を受けた医療機関のことである。全国に150カ所の整備を目的として
おり、平成23年 5 月 1 日現在において112カ所（32道府県、7指定都市）が設置されている。
10）区内の認知症高齢者数は20,600人（2013年現在）
11）「認知症の人の見守り・SOSネットワーク実例集」　P171（中央法規　2011年）
12）高齢者 1人につき 6ヶ月が 1クールとなっている。
13）くもん学習療法センターヒアリングによる
14）英国アルツハイマー協会　“Building demencia-friendly communities”
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